
2 

諸
外
国
の
不
当
労
働
行
為
制
度

(4) 

イ

タ

リ

ア

脇

田

滋

一

九
七
O
年
「
労
働
者
憲
章」
法
の
成
立
と
企
業
内
労
働
者
団
結
の
保
護

共
和
国
憲
法
と
団
結
権
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一
九四七
年
末に
制定さ
れたイタリア
共和国憲法は、
労働者の
団結活動につ
いて 、
ま
ず第一
に
国家による
干渉およ

び
統制の
否定を基調とした
諸規
定を
置いてい
る。
こ
れは、
ファ
シズム
時
代に
労働組合の
活動が
全面的に
抑圧された

こ
とに
対する
反
省と
考えられる。
つ
まり、
憲法第三
九
条第一
項は、
「組合的組織QOHms
sszsmEEs－るは
自由

で
ある」
と規
定してい
る
けれど
も 、
こ
れは
市民的自由の一
つ
で
ある
「結社の
自由権（出
EZ
5
岳980N
EmU」を
職業

上の
利益を
代表する
結社で
ある
「組合
2m－EmgZ〉」
に
対して
あらためて
再確認した
もの
とさ
れてい
る。

国家に
対する
右のよ
うな労働者
団結の
保護とは
別に、
企
業におい
て使用者との
対抗関係で
団結の
保護を
図ろうと

する規
定は
と
くに
定め
られなかっ
たので
ある 。ただ 、
憲法第四O条は
「ス
トライキ

権
2
岳吾S
E
RF。宮g）」
を
保障

してお
り 、
こ
れによっ
て 、
国家による
刑事的
禁止を
受けない
とい
う「自由（
52$こ
の
面に
加えて、
対
使用者との

労働
契約関係が
解消されるこ
となく
停止さ
れるとい
う民事的な

側面の
権利内容が
承認さ
れるこ
とに
なっ
た 。
労働者

日本労働学会編『現代労働法講座』第7巻「不当労働行為１」
（総合労働研究所）1982年, p.128-143



の
団結活動の
中で
最も
典型的な
形
態で
ある
「ス
トライキ

公巳820）」
につ
い
て憲
法上の
保護が
与えられるとい
う

点

（
2）

 

では
画期的で
あっ
た 。
しかし、
労働者の
団結活動の
中心が企
業の
外に
あるとい
う

伝統の
下で 、
使用者との
関係にお

いて
団結活動を
保護するとい
う

要請は
｜｜このス
トライキによる

労働関係の
解消を
否認するとい
う
内容を
別にして

ーーー憲法制定当時は
未だ
十分には
意識されてい
なかっ
たと
考えられる。
むし
ろ、
ファ
シズム
体制崩壊、
抵
抗運動、

労働者政党の
政権参加とい
う時

代背景の
下で 、
憲法第四六
条では
労働者の
「企
業経営へ
の
協力権
2ιE20
9
8＝a

企
業内部にお
ける
労使の
立場は
未

与29円。
巳FmoEES
内笠宮
山NWEO〉」
が
規
定さ
れたこ
とに
示されてい
るよ
うに 、

だ
対立的なものでは
なかっ
た 。
こ
うした

状況が
大きく 、
急速に
変化する
中で、
企
業の
中にお
ける
労働者の
保護が
重

要な
問題として
浮び
上っ
て
くるので
ある。

使
用
者
権
限
の
制
約
と
「
労
働
者
憲
章」

法
の
制
定

憲法が
発効した
後に
使用者の
経営内にお
ける
支配的な地
位の
回
復と 、
労働組合の
分裂による
労働者の
勢力の
後退

が
顕著となっ
てい
く 。
使用者は、
労務管理、
懲戒、
配置転換、
解雇などに
関する
諸権限を
行使するこ
とによ
り 、

個

々
の
労働者の
人間としての
尊厳、
職業上の
能力 、
政治的組合的自由だ
けで
なく、
場合によっ
ては
精神的肉体的健康

さ
えも侵害するこ
とが
多くなっ
た 。
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イタリアー脇田

こ
うした

状況の
下で 、
イタリア
労働総同盟
8
2F）
の
書記
長ディ・
ヴィッ
トリオ（豆

ヨ
gzo）

は、

に
初めて
職場にお
ける
憲法上の
諸自由の
保障を
与
えるために
「労働者権利憲
章
3
550ι巳
去号己ιE
E405さ己〉」

一
九五二
年

の
立
法化を
提案した 。
その
後 、
労使の
集団的自治に
対する立
法的介入を
｜｜ファ

シズム
期の
経験か
ら
｜｜警戒する

他の
労働組合か
らの
反対など
激しい
論争が
展開さ
れた 。
しかし、
「経済の
奇蹟ハB
Eg－0
20ロ。EWO〉」と
呼ば
れ、
五

(4) 



0年代後半の
経営内にお
ける
労働組織の
変化を
もた
らした
新たな
状況の
中で 、
労働者の
自主
的活動が
職場の
合理
化

をめ
ぐっ
て
活発に
なっ
て
くる。
こ
れを
背景として、
一
方では
分
裂してい
た
各労働組合間での
統一
行動が
進め
られ 、

他方では、
立
法による
労働者の
保護が
議会で
審議さ
れるよ
うに
なっ
ていっ
た。

一
九六六
年七月一
五日の
「個別的解雇制限法」
法律第六
O
四号は、
六五
年の
総連合間協定とほぼ
同一
の
内容を
有

してい
るが、
従来労使の
自治に
委ね
られてい

た
問題を立
法によっ
て
規制するとい
う

点で
画期的なもので
あっ

た。
こ

の
法律は、
民法典第一一一一
八
条に
定める
「解雇自由」
の
原則を
修正し、
解雇理
由に
関して
「労働提供者の
契約上の

債務のい
ちじるしい
不
履行または
生
産活動、
作業組
織および
その
機能の
調整に
固有な理由」
とい
う
限定を
加えると

ともに、
不
当解雇につ
い
て
原職復帰の
救済を規
定してい
る。
解雇とい
う個別問題に
限定してでは
あるが、
使用者の

有する
重要な
権限の一
つ
で
ある
解雇権の
不
当な
行使に
制
約を
加えるとい
う

点で
大きな前進と
考えられた。

一
九六
0年代の
職場を基
礎と
する
労働攻勢の
高ま
りは一

九六
九年の
「熱い
秋
公Egg
s－LO）」
によっ
て
絶頂に
達

するが、
この
中で
職場にお
ける
労働者の
団結活動につ
い
て
労
働
協約による
保障が
現われて
くる。
すで
に 、
個別労働
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者の
保護の
ために
解雇権以
外に
労務指揮権や
懲戒権の
行使に
対する立
法上の
制約が
問題に
なっ
てい
た。
しかし、
社

会
党を
加えた
当時の
「中道左派」
政権の
下で、
「企
業にお
ける
結社の
自由に
対する
障害を
除去するとと
もに、
『助
長

え 的る 』
規 ま
範τた」）は
と 『し 奨て 励、 的

』＝

な
規範
つ
まり、
経営内の
組合組
織に
対して
広い
活動領域とい
くつ
かの
基
本的な
諸権限を
与

よ
り

積極的に
労働組合の
活動を
保障する立
法で
ある一
九七
O年五月二
O日
法律第三
OO号（労

働の
場
所
に
お
け
る
労
働
者の
自
由
と
尊
厳 、
組
合
の
自
由
お
よ
び
組
合
活
動
の
保
護
に
関
す
る
諸
規
定
並
び
に
職
業
紹
介
に
関
す
る
諸
規
定）

｜｜

い
わゆる
「労働者憲章」
法
ーーが

制定さ
れた。



「労働者憲
章」
法の
主な
内容

一
九七
O年「労働者
憲
章」
法の
内容は
多方面にわたっ
てい
るが、

に
整理さ
れてい
る。

キアレル
リ

SERo＝む
教授によ
れば
次のよ
う

①人間および
市民としての
労働者の
権利と
企
業内での
それらの
自由な行使
ll「意見の

自由」（第一
条・
第八条） 、

「監
視に
対する
権利」（第六条第二項〉 、
「健康権」（第九条〉 、「学
習
権」（第一
O条〉 、
「公職活動権」（第コご
条）
など 。

②労働関係の
主
体としての
労働者の
権利と企
業にお
ける
労働者の
地
位
｜｜「職務

変
更」（第
二二条） 、
「作業と
欠勤

の
規制と
情報につ
いての
権利」（第三条・
第四条・
第五条） 、
「
懲戒処
分」（第七条） 、「社会
保障に
関する
権
利」（第
二一

条〉 、「職場
保持
権」（第一
八条〉 、「ス
トライキ

権」（第二八条〉 、
「職業紹介」（第三三条・
第三四条〉
など 。

③労働者の
権利と
利益を
保護するための
組合活動
｜｜「

経営内組合代表」（第一
九条）
その
他 。
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④労働者の
権利と 、
組合活動によっ
て
保護される
個別的集団的利益の
裁判による
保障と違反に
対する
刑事的
禁止

｜｜l「反組合的行為の
阻止」（第二八条）
その
他 。

イタリアー脇田

このよ
うな「労働者
憲
章」
法の
内容の
中で 、
と
くに 、
③と
④に
関連する
諸規定は、
企
業内の
組合活動を
保障する

フ
ランス
の一
九六八
年
二一
月二
七日
法と 、
労働組合の
組織と
活動の
承認に
加えて
企
業者の
「不
当労働行為
2
5rz

m－25」
の
禁止を
定めるアメ
リカの一

九三五
年ワグナl
法の
原理に
大きな
影響を
受けた
もので
ある。

つ
まり、
第二
章では
職場にお
ける
組合の
自由が
保障さ
れ 、
⑦企
業施設内にお
ける
組合の
結成と
活動の
権利（第一

四条） 、
④差別
行為の
禁止（第一
五条）
｜｜黄犬契約、

組合活
動を理由と
する不利益
取扱いの
禁止
ll 、

⑤集団的
経済

的差別
待遇の
禁止（第一
六条） 、
＠御用組合と
経費援助の
禁止（第一
七条）
が
規定さ
れてい
る。
次に 、

(4) 

第三
章では、
企



業施設内および
就業時間中の
組合活動につ
いて
使用者の
積極的受忍や
負担を
前提と
する
諸権利が
定め
られてい
る。

つ
まり 、
⑦「
経営内組合代表」
の
承認（第一
九条） 、＠全
員集会の
権利（第二O条） 、
＠全員投票の
保障（第二一
条） 、
＠組

合役
員の
配転の
制限（第
三条〉 、
②組合活動休暇
｜｜有給および

無給
｜｜の

保障（第
三一条・
第二四条） 、
②ピ
ラ
貼り

の
権利（第二五条〉 、
＠就業時間中の
組合活動の
自由（第二六条） 、
②組合事務所の
提供（第二七条〉
が規
定さ
れてい
るの

で
ある。

ここでは
次に、
「労働者
憲章」
法の
中で、
企
業者に
対して
労働者の
団結活動の
侵害、
妨
害を
禁止してい
る規
定と、

その
妨害、
侵害か
らの
救済に
関する規
定を
中心に、
イタリア
にお
ける
「不
当労働行為制度」
の
概要を
明らかにした

し、。

差
別
行
為
の
禁
止
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「労働者
憲章」
法第一
五
条は
次のよ
うに
「差別行為（
さ
ニU
EBEER－）」
の
禁止を
定めてい
る。

「第一
五
条
差別行為

次のこ
とを
目的と
する
約定または
行為は
すべ
て
無効と
する。

a 

労働者の
採用を 、
組合に
加入するこ
とまたは
加入し
ないこ
と
もし
くは

脱退するこ
ととい
う

条件に
従属させ

るこ
と。

組合へ
の
加入 、
組合活動またはス
トライキへ

の
参加を
原因として、
労働者を
解雇し、
資格もし
くは
職務の

割当 、
勤務地
変更、
懲戒処分において
差別し、
または
こ
れと
別の
方法で
不
利益をもた
らすこ
と。

b 



前項の
規定は、
政治的、
宗教的、
人
種的、
言語的または
性別による
差別待遇を目的と
する
約定もし
くは
行為に

も
適用する 。」

イタリアでは一
九五八
年
三
月二
三
日
法律
第三
六七
号によっ
て
ILO

九八
号条約（団結権及び団体占交渉権についての

原則の適用に関する条約）
が
批准さ
れてい
たが、
この
第一
五
条の
規
定は
「すで
に
現行法上
存在してい
た規定と
原理を

繰り
返すだ
けでは
なく、
組合の
自由を
侵害して
使用者が
労働者に
対して
行なう差別行為によ
り

直接的に
関連する規

定と
原理を
定める
もので
ある」
と
提案者で
あるブロ
ド
リIニ
によっ
て
指摘さ
れてい
る。

差
別
行
為
の
種
類
と
概
念

ま
ず、
第一
五
条が
禁止
する
差別行為の
列挙は、

考えられてい
る。

例示
的（BOB－53
去る
な
列挙と

- 133 -

限定的（gmg
まる
では
なく、

次に 、
この
規
定による
差別行為で
あるか
否かを
判定するためには、
その
「動機（Eotiと
が
問題と
考えられる。

判例の
中において
も、
反組合的差別活動を
する
場合に
企
業主が
十分に
それを
認
識してい
るこ
とが
必要だと
考える
も

の
が一
般的で
ある。
しかし 、
この
動機は、
主
観的な
面か
らの
み
考えられるのでは
なく、
差別される
労働者の
状態や

労使関係の
具体的な
事情か
ら
客観的に
判定さ
れる。

イタリアー脇田

また、
差別行為につ
いては、
利益の
単なる
除去や不作為では
なく作為で
なければ
ならない
と
考える
見解と、
憲章

の
目的か
ら保護
利益の
侵害が
客観的に
認め
られる
限り不作為を
含むと
する
見解が
対立してい
る。
一
九七七
年
二一
月

九日の
「労働に
関する
男女同一
待遇
法」
法律第九O三
号によっ
て「労働者憲章」
法律の
本
条第二
項が
「政治的または

(4) 

宗教的差別待遇」
か
ら前記のよ
うに
改正されるこ
とに
なっ

た。
この
改正によっ
て 、
第一
五
条の
差別行為に
関する
議



論も様相を
変えるこ
とに
なっ

た。
すなわち 、
性別による
差別は
多くの
場
合に
使用者の
不作為によっ
て
行われるが、

立
法者はこの
場合も
第一
五
条の
差別行為と
関連 ミつ
けるこ
とに
なっ

たか
らで
ある。
組合活動に
関連する
差別行為も
不

作為を
含むとい
う

見解が、
現在では一
般的に
なっ

たと言える。

差
別
行
為
に
対
す
る
救
済

労働
契約が
無効と
なっ

た場
合で
も 、

あっ
た
期間につ
いては
その
効果は
生じないので
あっ
て 、
労働者は
その
間の
報酬を
受ける
権利を
失うこ
とは
ない（民

差別行為は
すべ
て
「無効（
E＝o）」
とされる。
しかし、

実際に
労働の
提供が

法典第一
二
二六条） 。

差別
行為に
対しては
通常裁判所の
民事訴訟手
続によっ
て
管轄の
区裁判所に
訴えるこ
とがで
きる。
他方、
第一
五
条

は
直接には
個別労働者の
法的地
位、
すなわち
個別的利益を
保護してい
るので
あるが、
同時に 、
当該差別行為は
ほと

んどつ
ねに
労働組合などの
集団的利益を
侵害するこ
とか
ら、
後述する
第二
八
条の
特別手
続
｜｜l「反組合的行為の

阻

止
令名門2105
辛口問。。ロ仏。
5
2εZESF）」
ーーーを

利用するこ
とがで
きるか
否かが
問題となっ
てい
る。
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この占小につ

は、
使用者の
態度が
個別的利益と
集団的利益の
両方を
侵害するこ
とが
多い
とい
う

点か

ら両方の
訴訟手
続が
共存し
うると

判決して一
応の
決着がつ
い

た。

い
ずれにして
も、
民法典第一
四一
二
条によ
れば 、
無効は
それに
利
害関係を
有する
何人か
らも主
張さ
れるとさ
れて

（
日）

いるので、
こ
れに
もとづ
いて
労働組合も当該差別行為の
有効・
無効を
争うこ
とがで
きる。
また、
差別行為によっ
て

いて、
破段院
（のSEN－80）

労働者が
被っ
た
損害につ
いては、
民法典第一
四五三
条（契約不履行）
もし
くは
第二
O四三
条（不法行為〉
に
もとづ
い

て
損害賠償を
求めるこ
とがで
きる。



集
団
的
経
済
的
差
別
待
遇

憲章法第
二ハ
条は、
「集団的
経済的差別
待遇（
S
EEst
2。ロ。E己
8＝
2
E
舎のユBEER－〉」
につ
いて
特別
な
制

裁を
使用者に
科してい
る。

集団的
経済的差別
待遇

第一
五
条の
留意する
差別的性格を
有するよ
り

有利な
経済的待遇は、
こ
れを
与えるこ
とを
禁止
する。

「
第一
六
条

区裁判所は、
前項の
差別
待遇をなさ
れた
労働者の
請求または
その
委任を
うけた

組合の
請求に
基づ
き 、
事実を
確

認して、
使用者に
対し、
最高一
年
内の
不当に
支払われたよ
り

有利な
経済的待遇と
同じ金
額を、
年金調整基金に
支払

うよ
う

命じる
もの
と
する。」
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提案理
由によ
れば 、
この
規
定は、
当時
広く見られた
使用者の
反組合的な各
種の
奨励手段
ーーー最も特徴的で

あっ
た

「反ス
ト
ライキ
賞与
QHOB－o
m口氏宮古宮g）」
など
ーーを

禁止
する
もので
あっ

た。
前述の
不
利益取扱とは
逆の
意味で

イタリアー脇田

の
差別行為を
禁止するので
ある。
判例では、
「全員集会
pgoEES）」
に
参加し
ない
従業
員に、
よ
り

高
額の
賃金を
支

払うこ
とが
第
二ハ
条に
該当するとい
う

事例が
ある。
学説は、
狭義の
賃金に
限定するこ
となく、
労働関係に
関連した

経済的に
換算で
きる
すべ
ての
もの（例 、
休暇や他の諸便宜）
につ
い
て
差別
待遇の
対
象と
考えてい
る。

第一
六
条が
定める
制裁は、
純粋に
「処罰的
PEE－〈。）」
な
もので
あっ
て
「
賠償的（ユ宮門忠良吉と
な
性
格
を
もたな

い 。
なぜ
なら 、
使用者は
差別によっ
て
損害を
受けた
労働者では
なく 、
公的団体で
ある
「全国社会
保障公社
QZ司∞）」

の
年金調整基金へ
の
支払い
を
義務づ
けられてい
るか
らで
ある。

(4) 

第一
六
条は、
「事実を
確認して」
とい
う

表現を
含んでい
るが 、
こ
れによっ
て
原告が立
証の
責任を
負うとい
う原則



の
例
外を規
定してい
るので
あっ
て、
裁判官の
立
証上の
イニ
シャ
チブ
が
認め
られるこ
とを
示してい
る。
この
点につ
い

ては一
九七三
年八月一一
日の
「新労働訴訟法」
（法律第五三三号）
によっ
て
労働紛争にお
ける
裁判官の
権限が
強化さ

れ 、
立
証困難な差別待遇の
挙証責任を
使用者に
課す途が
大きく開か
れるこ
とに
なっ

た。

御
用
組
合
の
禁
止

憲章法第一
七
条は
次のよ
うに
「御用組合
玄ロ去の
主
E
85a。）」
と
経費援助の
禁止を規
定してい
る。

御用組合

使用者または
使用者の
組合が、
財政的手段もし
くは
その
他の
手段を
用いて
労働者の
組合を
結成するこ
と、
ま

た

は
維持するこ
とは、
こ
れを
禁止
する。」

「
第一
七
条
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草案の
段階では
「（労働者の組合を）
支配下に
置くために」
とい
う

語句が
あっ

たが、

を
付ける
場合には
必ずし
もその
意図が
明らかで
ない
使用者の
行為が
除
外さ
れるこ
とに
なるとい
う理
由によっ
て、
こ

の
目的の
限定は
削除された。
この
点か
ら 、
有力説によ
れば 、
「干渉
公認232と
の
意思が
明白で
あれば 、
すべ
ての

関連行為が
禁止の
対
象として
問題にさ
れ
初 。一一一口いか
えれば、
第一
四
条の
労働の
場
所にお
ける
組合結成および
組合活

動の
権利保障を
別の
視点か
ら規制を
加えてい
るの
が
第一
七
条と
言えるで
あろう 。

このよ
うに
第一
七
条の
禁止
内容を
広く
解釈するこ
となく、
「御用組合」
をその
もの
として
禁止してい
ると
考える

（
削己

判例や学説も
多い 。

こ
うした
目的につ
いての
限定

経営の
中の
労働者組織を
明白に
「御用組合」
で
あると
判定した
裁判例は
必ずし
も
多い
とは
言えない
が、
フ
ォ
レ
l



（
辺）

ゼ
社
句。円20印・可－
kr・〉
ミ
ラノ
工
場の
事件に
関するミ
ラノ
区裁判所の
命令は
注目すべ
き
内容の
もので
あっ
た 。
この
事

件では、
同社ミ
ラノ
工
場の
中で
労働者の
過半数近くを
組
織し
た
CGIL

｜｜）
の
経営内組合代表が、
一
九七
四
年
七月に
従来の
CI
SNAL（イタリア勤労者全国組合同盟
｜｜ネオ・

ファシス

ト系
｜｜〉
との
工
場
内部委員会にお
ける
協定を
破棄したこ
とに
端を
発して、 ハイタリア

労働
総同盟
ll社会党・

共産党系

会
社側がCISNAL
系の五
名の
労働

者に
対して、
全従業
員を
対象と
する
全
員集会
開
催を
承認するこ
と
などによ
り

独立の
労働者グル
ープの

結成に
便宜を

与えた 。
従来か
ら企
業主
義的雰囲気が
強い
状況が
存在してい
たこ
とに
加えて、
会
社側は、
CGIL
など
全国組合と

の
協約を上
回る
内容の
協定をこのグル
ープ
との
間に
締結して
交渉相手として
最も
有利な地
位を
認めた 。
この
結果と

してCGILでは
四分の一
以上の
脱退者がでて
くるなどの
状況が
現われた 。
こ
うした
背景の
下で 、
CGIL
とCI

SL（イタリア勤労者組合同盟
｜｜カトリック系
｜｜〉

が
憲章法第一
七
条と
第二
八
条を
根拠に
会
社の
反組合的行為の
阻
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止を
求めて
訴えを
提起した 。
こ
れに
対して、
ミ
ラノ
区裁判所は
憲章法が
定める
諸権利を
経営内の
独立組合に
も
与え

るこ
と
自体は
必ずし
も
第一
七
条に
違反し
ない
が 、
相当な
根拠なしにグル
ープ

の
形成過程に
介入する
場合には
第一
七

条違反に
該当すると
判断した 。
と
くに 、
従業
員聞の
政治的組合的対立に
乗じて、
経営外の
総連合に
対立する
経営内

組合の
結成を
助
長し
援助するこ
とは
反組合的で
あるとして、
こ
うした

援助の
停止および
組合活動面での
組合間差別

イタリアー脇田

の
中止を
命じたので
ある。

この
事件の
場
合がそうで
あるよ
うに 、
第一
七
条自体には
何らの
制裁も規
定さ
れてい
ない
が 、
第二
八
条の
反組合的

行為の
阻止に
関する
手
続を
利用して
救済を
するこ
とが
認め
られてい
る。

(4) 



四

反
組
合
的
行
為
の
阻
止

憲章法第二
八
条は、
使用者の
反組合的行為に
対する
特別の
救済手
続につ
いて
次のよ
うに

規
定してい
る。

反組合的行為の
阻止

「第二
八
条

使用者が
組合の
自由および
組合活動並びにス
トライキ

権の
行使を
妨
害もし
くは
制限する
行為をとる
場
合は、
関

係全国組合の
地区組
織の
訴えに基づ
き 、
告発さ
れた
行為がなさ
れた地の
区裁判所裁判官は、
その
後二
日
以
内に 、
当

事者を
召喚し、
簡単な
事情調査を
行ない、
本
項の
違反が
存在すると
考えると
きは、
理
由を
付した
即時執行
命令によ

っ
て、
使用者に
対して
その
違法行為の
中止
もし
くは
その
効果の
除去を
命じる。

命令の
執行
力は、
労働裁判官の
職務を
行う区裁判所裁判官が
次項の
規定によ
り

判断を
確
定する
判決をなすまで
取
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り消されない 。

訴えに
関する
命令に
対しては、
命令が
当事者に
通知さ
れてか
ら一
五日
以
内に 、
労働裁判官の
職務を
行う区裁判所

裁判官に
異議の
申立を
な
すこ
とが
認め
られる。
区裁判所裁判官は
即時執行判決によ
りこ

れを
決定する。
民事訴訟法

典第四
二二
条以下の
諸規
定が
適用さ
れる。

第一
項の
命令または
異議申立を
判断して
言
渡さ
れた
判決を
遵守し
ない
使用者は、
刑法第六五
O条に基づ
き
処
罰さ

れる。裁判所は、
刑法第三
六
条に
定める
方法によ
り 、

刑事有罪判
決の
公示を
命じる
もの
と
する。」

この
規
定は、
前述の一
九七三
年八月一一
日
法
律第五三三
号（新労働訴訟法）
との
調整
の

た
め
に一
九七七
年一一
月



八日
法律
第八
四七
号によっ
て
修正さ
れた。
修正さ
れたのは、
第二
項と
第三
項の
中で
「地方裁判所（』
ごユZSFこ
と

あっ
た
もの
が
「労働裁判官の
職務を
行う
区裁判所裁判官」
に
変更さ
れたこ
とと、
第三
項に
最後段が
付け
加えられた

（
幻〉

こ
とで
ある。

憲章法
第二
八
条は、
憲章法が
定める
職場にお
ける
労働者と
経営内組合代表の
諸権利を
保障するために
非常に
重要

かつ
有効な
救済を
与えて
きた。
このよ
うな

結果が生じた理
由の一
つは、
禁止さ
れた
使用者の
反組合的行為（gB3・

29Egg
s江田宮含SF〉 、が
きわめて
広範囲で
多様なもの
を
含むと
解釈で
きる
もので
あり 、
多くの
事例において
現実

に
反組合的行為に
対する
救済が
行わ
れたこ
とで
ある。
もう一
つ
別の
理
由は、
通常の
民事訴訟とは
大きく異なっ
た
救

済手
続の
迅速性（E1
E3
で
ある。
裁判官の
権限を
拡大して
反組合的行為が
現に
行われてい
る
段階での
差止
命令を

定めるなど、
労働訴訟の
改革と
も結びつ
いて
救済の
実効性を
高めるこ
とに
なっ
てい
る。
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第二
八
条につ
い
ては
膨大な
裁判例が
蓄積さ
れてお
り

多くの
問題点があるが、
ここでは、
第二
八
条の
実体的な
側面

の
中の
「反組合的行為」
の
概念と、
訴訟にかかわる
救済手
続の二
点につ
いて
簡単に
検討するこ
とにしたい 。

イタリアー脇田

反
組
合
的
行
為
の
概
念

第二
八
条は、
反組合的行為につ
い
て
「使用者が
組合の
自由および
組合活動並びにス
トライキ

権の
行使を
妨
害もし

くは
制限する
行為」
と
規定するにと
どまっ
てお
り 、

具体的事例につ
い
て
告発さ
れた
行為が反組合的で
あるか
否かを

判断するのは
裁判官の
任務となっ
てい
る。
したがっ
て、
抽象的一
般的な基
準によっ
て
反組合的行為の
範囲が
画定さ

れるのでは
なく、
具体的事情を
踏ま
えた上で
個々
の
裁判官が
行為の
反組合性を
判定するこ
とに
なる。

{4) 

こ
れまで
問題に
なっ
た
点の
中では、
前
述したよ
うに

組合活動家を
解雇または
懲戒するこ
とが
反組合的行為に
該当



するか
否かとい
う問題を
第一
に
挙げる
必要が
ある。
第二
八
条による
訴訟の
主
体につ
いては
「関係全国組合の
地
区組

織（mZ
2mmロU
E－。。丘町
生－09gSEN－oHH即
位ロ含om－－
ENFos－－。Fo
i
ちrU5
505go〉」
に
限定さ
れていて
個別労働者

の
個別的利益の
ためでは
なく、
集団的利益を
防衛するために
第二
八
条の
手
続が
認め
られるとさ
れてい
る。
組合をそ

の
訴えの
主
体と
する
集団的利益としては、
組合自体の
利益、
経営内組合代表の
利益、
経営の
外部および
内部の
組合

役
員の
利益、
ス
トライキ

参加労働者の
利益（ストライキが組合によって「宣言」
された場合に限らない）
などが
考えられ

る。
第一
五
条が
禁止する
個別労働者に
対する
差別行為と
本条との
関連が
問題になるが、
前
掲の一
九七二
年の
破殻院

第一
三
八
O号判決によっ
て
両者の
競合の
可能性が
認め
られるこ
とで一
応の
解決をみた。
その
結果、
組合活動家の
解

雇に
対しては
本
条の
手
続による
救済が
可能で
あり 、
反組合的行為の
効果の
除去の
ために
労働者の
職場
復帰の
命令が

裁判所によっ
て
発せ
られるこ
とがで
きる。

次に
問題となるのは、
使用者の
行為が
憲法上の
「経済的創意
Q ．ZEE－S
2805
5）
の
自由」（第四一
条〉
などに

よっ
て
保障さ
れてい
ると
考える
場合に、
こ
うした

行為が反組合的行為に
該当するこ
とが
あり
得るかとい
う

点
で
あ
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る。
と
くに
問題となるのは、
事業の
中止または
事業所の
閉鎖にと
もなう人員整理の
場合で
ある。
判例の
中には
反組

合的行為に
該当し
ない
と
する
もの
も
多い
が 、
単に
反組合的な
意図による
整理
解雇や
労使の
対抗関係の
現実において

（
幻〉

組合側に
威嚇的効果を
及ぼ
そうと
する工
場
閉鎖が反組合的で
あると
判断した
事例も
少なくない 。
後者によ
れば 、
経

済的創意の
自由といっ
て
も他の
自由や
人間の
尊厳を
侵害するよ
うな

行使は
許さ
れない
と
考えられてい
る。
ス
トライ

キ
中にス
ト

不
参加者によっ
て
操業を
継
続するこ
とにつ
いては
「反組合的行為」
に
該当し
ない
と
する
判例が
多い
が 、

（
お）

逆に、
技術系職
員のス
トライキに

乗じて
労働者の
作業も
停止させる
場合や、

ハ
却）

日の
賃金全額をカッ
トした

場合には
「反組合的行為」
と
判定した例が
ある。

一
時間半の
限定ス
トライキに

対して一



（
却）

右の
例以
外に
も 、
賃金は
支払うが
就労を
拒否するこ
と、
労働者だ
けをロッ
クアウトして
職
員との
分裂をは
かるこ

（
況）

（
沼）

と、
従業員に
組合へ
の
加入をし
ないよ
うに

訴えるこ
となどが反組合的と
考えられてい
る。

救済手続

訴えの
主
体は、
前述のよ
うに
「関係全国組合の
地
区組
織」
で
ある。
こ
れに
対して、
訴えの
相手は
「使用者」
で
あ

る。
職制など
自己の
従業員の
行為につ
い
て
も「職務遂行上」
（民法典第二O九四条）
の
行為で
あれば 、
使用者の
みが

訴えの
相手となる。

訴えは、
告発さ
れた
行為が
行わ
れた
地の
区裁判所に
対して
行われるが 、
裁判開始の
ために
訴訟供託金の
供託が
必

要で
ある。
この
供託の二日
後に
簡単な
事情調査が
開始さ
れる。
当事者の
召喚は、
文書による通知で
行われるこ
と
も

あるが 、
電話などの
文書によ
らない
手段で
通知さ
れて
もかまわない
とさ
れてい
る。
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反組合的行為が
存在すると
きに区裁判所裁判官が
発する
命令は、
制限的解釈によ
れば
「不作為義務」
に
限定さ
れ

るが 、
違反の
効果を
除去するの
に
適当な
内容の
もの
となっ
てい
る。
職場集会の
拒否に
対しては、
労働者の
作業中止

に
もかかわ
らずその
聞の
賃金
支払い
を
命ずる
例や 、
反組合的行為中止
命令を
誰もが
近づ
きうる
場
所に
掲示を
命令し

（
M）
 

た例が
ある。

イタリアー脇田

（
お）

訴訟費用につ
いては
敗訴者の
負担とさ
れる。

右の
命令に
対しては、
一
五日
以
内に
異議申立を
するこ
とがで
きる。
申立は
前述の七七
年改正以前は
地
方裁判所に

対して
行うこ
とに
なっ
てい
たが 、
区裁判所につ
いて七三
年法が
新たに
設けた
労働裁判官が
異議申立を
扱うこ
とに
改

(4) 

正さ
れるこ
とに
なっ

た。
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〈出） Lo statuto <lei lavoratori Commentario, op. cit., p. 224. 

（虫） Pretura Legnano, 30 novembre 1970, in Orient. giur. lav., 1971,46. 

〈口） Assanti e Pera, op. cit., p. 178. 

C�D Freni e Giugni, op. cit., p. 64; Tribunale Modena, in Foro it., 1972, I, 1398. 

くgi) 詩草紙軍艦誕誕ばPムド�， lトT 0 Tトー＼・ ムふら＝ヨロ梨！；笹iiii;�制rn11同川1珂�fι�盤。

C�D Lo statuto <lei lavoratori Commentario, op. cit., p.238. 

〈同） Pretura Enna, 30 novembre 1970, in Dir. lav., 1971, II, 348 con nota di Simi, Sui c. d. Sindicati di comodo 

くお〉 Pretura Milano, 21 novembre 1974, in Riv. giur. lav., 1975, II, 439. 

（�） Lo statuto dei lavoratori Commentario, op. cit., p. 515. 

GD G. Mazzoni, Manuale di diritto del lavoro, Milano, 1977, vol. II, p. 1267 

cm �心吋宮F Pretura Bari 4 febbraio 1971,in Riv. giur. lav. 1971,II,473. 

（お〉 �心吋·�， Pretura Pomigliano d’Arco, 21 aprile 1972, in Foro it., 1972, I, 1410. 

（�） Tribunale Teramo, 5 novembre 1971, in Riv. giur. lav., 1972, II, 388; Pretura Torino, 16 aprile 1974, in 

Orient. giur. lav., 1974, 503. 

（�） Pretura Montebelluna, 2 ottobre 1972, ·in Foro it., 1973, 601. 

(gj) Tribunale Milano, 8 novembre 1971, in Riv. giur. lav., 1971, II, 685. 

〈沼） Pretura Cortina d’Ampezzo, 13 gennaio 1971, in Giur. in materia di lavoro, vol. I, Milano, 1971, 154. 

〈民） Pretura Bari, 24 novembre 1972, in Riv.giur. lav., 1974, II, 151. 

（�） Pretura Conegliano, 21 gennaio 1971, in Quale giust., 1972, 124. 

（沼） Tribunale Treviso, 21 ottobre 1971, in Riv. giur. lav. 1975, II, 544. 

（活） Pretura Genova, 2 agosto 1971, in Foro it. 1971, I, 2420. 

く沼〉 Pretura Milano, 26 giugno 1970, in Riv. giur. lav., 1970, II, 583. 
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